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                                                       平成３年１月８日
部内各課長殿
各土木事務所長殿
鳥取港湾事務所長殿
                                                       土木部長

    鉄鋼ＪＩＳの国際単位系（ＳＩ）への移行に伴う対応について（通知）

  このことについて、建設省大臣官房技術調査室長から別添写しのとおり
通知がありましたので、適切に対応してください。
  なお、鳥取県土木工事共通仕様書については、後日改正予定ですので御
承知ください。

                                                       建設省技調発第２３３号の２
                                                       平成２年１１月２７日
鳥取県土木部長殿
                                                       建設大臣官房技術調査室長
                                                       
           鉄鋼ＪＩＳの国際単位系（ＳＩ）への移行に伴う対応について

  標記について、別添のとおり各地方建設局等に通知したので、参考にされ
たい。
  また、貴管下市町村（指定都市を除く）、関係公社等についてもこの旨周
知方お願いする。
（別添）
                                                       建設省技調発第２３３号
                                                       平成２年１１月２７日
各地方建設局企画部長あて
北海道開発局長官房工事管理課長あて
沖縄総合事務局開発建設部長あて
                                                       建設大臣官房技術調査室長

           鉄鋼ＪＩＳの国際単位系（ＳＩ）への移行に伴う対応について

  鉄鋼ＪＩＳについては、平成３年１月１日より国際単位系（ＳＩ）に移行
する予定である。今般、標記について別紙のとおり作成したので、これを参
考に適切に対応されたい。
  なお、別紙については技術基準等の所管課と協議済みであるので、念のた
めに申し添える。

（別紙１）
          鉄鋼ＪＩＳの国際単位系（ＳＩ）への移行に伴う対応について
１．法令、通達等の技術基準について
  別紙２の技術基準における製品記号については、技術基準を改正するまで
の間、別紙３の対応表により読みかえることとする。
２．工事発注時の設計図書について
  発注者において、以下を踏まえ対応することとする。
    （１）現在、発注済で平成３年１月１日時点で継続中の工事
        甲から乙に設計図書中の製品記号の読みかえを指示する。
    （２）平成３年１月１日以降に発注する工事
        （１）新ＪＩＳの製品記号を用いることを原則とする。
        （２）旧ＪＩＳの製品記号を用いる場合は、特記仕様書に読みかえを明
            示する。
３．コンサルタントが作成する設計図について
  発注者において、新ＪＩＳの製品記号を採用することを契約時に明示する、
または既に契約している業務においては可及的速やかに新ＪＩＳの製品記号
を採用することを指示することとする。
４．工事施工時に用いる材料について
  平成３年１月１日以降においては、新ＪＩＳ対応した材料を原則として
用いるものとする。ただし、旧ＪＩＳに対応した材料については、設計図書
の製品記号を別紙３の対応表により旧記号で読みかえ、用いることができる
ものとし、この旨を請負者に適切に明示することとする。
５．設計計算等について
  設計計算等については、従前と同様の単位系を用いることとする。



（別紙２）
          鉄鋼ＪＩＳの国際単位系（ＳＩ）への移行に関係する技術基準について
１．河川砂防技術基準（案）設計編（昭和６０年１０月９日付け河計発第８
  ３号「建設省河川砂防技術基準（案）について」）
２．河川用ゲート設計指針（案）鋼製ゲート編（昭和６０年６月１４日付け
  河治発第２３号、河開発第７８号「河川用ゲート設計指針（案）鋼製ゲー
  ト編の運用について」）
３．樋門・樋管設計指針（案）（昭和４８年４月２日付け河治発第２０号
  「樋門・樋管設計指針（案）の運用について」）
４．鋼矢板二重式工法仮締切設計指針（案）（昭和４６年１２月）
５．道路橋示方書１～５（平成２年２月８日付け都街発第１号、道企発第１
  ０号「橋、高架の道路等の技術基準について」）
６．鋼管矢板基礎設計指針（昭和５９年２月２日付け都街発第８号、道企発
  第６号「橋、高架の道路等の技術基準について」）
７．小規模吊橋指針（昭和５９年２月２日付け都街発第８号、道企発第６号
  「橋、高架の道路等の技術基準について」）
８．水門開閉装置技術基準・同解説（案）（昭和４８年１１月１日付け機発
  第６３５号「水門開閉装置技術基準について」）

  なお、上記１．～８．以外のマニュアル等についても、本対応方針の「１．
法令、通達等の技術基準について」を参考に適切に対応されたい。

表鉄鋼ＪＩＳの記号の変更ここには、鉄鋼ＪＩＳのＳＩ単位化に伴い、記号が変わる規格を掲げています。




